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平成２７年１月３０日（金） 午後２時００分～ 

足立区役所 南館８階 特別応接室 

《 次 第 》 

 １ 平成２７年度 予算編成方針 

 ２ 貧困の連鎖を断つために 
切れ目のない支援で子どもの貧困対策を強化します ・・ ・ ・ １ 

 ３ ～エコで連携 まちとまち～ 
環境でつながる自治体連携プロジェクト・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・１８ 

 ４ 下り急行線高架橋完成 
竹 ノ塚駅付近鉄道高架化 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ １ ９ 

 ５ 平成五色桜オーナー募集 最終年度 
みなさんとともに桜の名所をよみがえらせます・・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・２１ 

 6 そ の 他 

７ 質   疑 

【担当】広報室 報道広報課  ０３（３８８０）５８１６ 



貧困の連鎖を断つために 
切れ目のない支援で子どもの貧困対策を強化します 
 

足立区では平成２６年９月に「子どもの貧困対策本部」を立ち上げ、全庁的体制によっ

て施策の検討を進めてきました。 

区では平成２７年度を「子どもの貧困対策元年」と位置付け、６つの新規事業と３つの

拡充事業を２７年度予算に組み込みました。「貧困を予防する・貧困から救う・貧困の連鎖

を断つ」という観点で、出産前から就労までのライフステージごとにきめ細かな対策をう

ち、「子どもの貧困対策関連事業」を実施・強化していきます。 
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１ 足立区の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
今後、足立区では老年人口の比率が高まり、年少人口及び生産年齢人口の比率は減少する！

２ 

１８歳未満の生活保護受給者数と１８歳未満人口 

足立区の１８歳未満の人口がほぼ横ばいで推移する中、生活保護受給者数は増加している。 

人口減少・高齢化・年少人口の減 

＜グラフ１＞ 

＜グラフ４＞ 

＜グラフ２＞ ＜グラフ３＞ 



 

 

 

 

 

 

 

            

         

 

 

 

 

         

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就学援助認定率と学力調査結果＜中学校＞
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就学援助認定率と学力 
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就学援助認定率と学力調査結果＜小学校＞
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Ａ小学校

Ａ小学校

平成２１年度と２６年度の就学援助認定率と学力調査結果の比較 

３ 

小学校では就学援助認定率と学力の関係に変化が出始めているが、中

学校では依然として就学援助認定率と学力との相関関係が続いている 

＜グラフ５＞ 

＜グラフ６＞ 



 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貧困とむし歯の本数、

歯みがき習慣は関連

している 

「本をほとんど読まない」と答えた児童が多い学校ほど、国語の正答

率が低い傾向にある 

「貧困」と「子どものむし歯」 

読書習慣と学力 

足立区の子どもはむし歯が多く、調査では貧困とむし歯の関連が指摘

されている 
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最も多い！

 

【貧困世帯の子どものむし歯の数】
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平成２４年「まちと家族の健康調査（東京大学）」より
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２ 組織改編 

「子どもの貧困対策」への各担当部署の意識を高め、各施策を体系化して全庁的体

制で取り組んでいくため、政策経営部内に子どもの貧困対策担当部を設置します。ま

た、有識者を加えた検討会議を設置し、８月頃までには、今後の子どもの貧困対策関

連事業の実施計画を定め、対策の充実を図ります。 
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２３区の都立高校中途退学者数（Ｈ２５）（人）

都立高校の中途退学者数 
 

平成２５年度の都立高校中途退学者は２３区全体で２，２３６名 

※「児童・生徒の問題行動等の実態について（H17～H24）」（東京都教育委員会）より 

平成１７年度の足立区内都立高校中退者は５０２名 

政策経営部 

子どもの貧困対策担当課 

【改編後】 

子どもの貧困対策担当部 

 新設 

 新設 

広報室 

５ 

平成２５年度の足立区内都立高校中途退学者数は３１４名で２３区

ワースト 

＜グラフ10＞ 



３ 子どもの貧困対策関連事業 

子どもの未来のために、ライフステージごとに早めにかつ、きめ細かな対策

を実施します。 

 

 

母子健康手帳交付時の妊娠届出書・アンケート調査項目の充実 

   １０，７６７千円（Ｐ２０） 

妊娠届出時に、誕生する子どもの家庭環境をいち早く把握するため、妊娠届出書・アン

ケートを実施し、結果にもとづき、妊婦をとりまく状況に応じた支援を行っています。 

２７年度からは、子どもの貧困に繋がる恐れのあるハイリスク群（要支援者）をさらに

的確に発見するため、経済的な不安の有無や健康保険の加入状況などの項目を追加し、経

済状況等が把握できる内容に充実します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産まれる前から支援 

【問合せ先】衛生部保健予防課長 増田 和貴  電話０３（３８８０）５３５０ 
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子どもの健康・生活実態調査の実施 【新規】３９５千円（Ｐ２０） 

足立区の子どもたちの貧困はどこまで深刻か、その原因は何か。課題への効果的な処方

を行うには現在の子どもたちの実態把握が欠かせません。区は独立行政法人国立成育医療

研究センターと共同して「子どもの健康・生活実態調査」を行います。経年的に追跡を行

い、この調査で明らかになる課題への施策を構築し、貧困の連鎖を断絶していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 

【問合せ先】衛生部 こころとからだの健康づくり課長 馬場 優子 

電話０３（３８８０）５４３３ 

貧困の実態把握 



 

全４～６歳児歯科健診の実施 【拡充】１５，０８０千円（Ｐ２０） 

歯の健康は歯みがき習慣やむし歯予防など、子どもの頃から継続した取り組みが欠かせ

ません。むし歯は「子どもの貧困」との関連も指摘され、対策は急務です。区は子どもの

歯科健診を強化し、早期の予防・治療を推進していきます。 

■あだちっ子歯科健診の拡充 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
８

【問合せ先】衛生部 こころとからだの健康づくり課長 馬場 優子 

電話０３（３８８０）５４３３ 

●４歳から６歳になる子ども全員に、区の統一的な歯科健診を実施 

●健診結果に基づいた受診勧奨・受診確認などフォローの徹底 

あだちっ子歯科健診（４～６歳児 子ども家庭部）１５，０８０千円 

強化 

 
規則正しい食生活や歯みがき習慣づくりをすすめます 

歯科健診機会の平等でむし歯を減らす！ 

各種健診を強化 
 



 

そだちチューターの配置  【新規】８，１１４千円（Ｐ２２） 

就学前教育・保育の質的向上と子どもたちの健やかな成長を目指して、臨床心理士等の

資格を持つそだちチューター２名を新たに配置します。将来、貧困に陥りかねない学力の

低下を防ぐために、より早期に対応します。 

［対  象］公立保育園６園にモデル導入 

［内  容］そだちチューター（非常勤職員）の配置 

［事業概要］発達課題の早期発見や個々の子どもに応じた支援計画に基づく丁寧な対応と

ともに、小学校への円滑な就学につなげることで、基礎学力定着のための安

定した学習環境づくりを支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問合せ先】教育次長幼児プロジェクト推進担当課長 市川 保夫 電話（３８８０）５４４６ 

９

承

諾
が

得
ら

れ
な
い 

① 担当園（３園）を設けて定期訪問（週１回程度）します。 
② 担当園以外の園からは、その要請に応じて速やかに訪問し対応を図ります。 

保護者への説明 

⇒園長(必要に応じてチューター) 

〈個を観る〉 

問題行動に関する引き金の探

究・予防措置と行動発生時の抑制 

≪そだちチューター 業務フロー≫ 

発達検査の実施 

特定児の行動観察 

発達検査の必要性の判断 

・保育展開 

あり 
（保護者の承諾が必要） 

発達支援委員会判定 

要支援判定児 
療育機関との連携 

個別支援計画に基づく対応 

「気になる子」 
保育を実践する中でより配慮を要すると感じる子ども 

・支援児支援（要支援判定児に相当すると思われる発達

検査未実施児） 

・園内支援（園生活において一日を通し配慮が必要な児） 

・場面支援児（苦手な場面のみ配慮が必要な児） 

なし 

・社会性と環境順応

力を身に着ける 

・小学校へ課題を引

き継ぐ（保護者へ

も小学校生活上

の助言） 

 
・個別保育方針の策定 

・保護者への説明 

⇒園長（必要に応じてチューター） 

対応困難ケースはチューターが

直接対応を行い、沈静化を図ると

ともに、対応策を軌道に乗せる。 

〈集団を観る〉 

クラス観察

保育者との協議 

・集団として落ち着かない 

・集団行動が困難 

・原因の特定 

・個々の児の特性把握 

・集団の特性把握 

状況を踏まえた 

クラス保育方針

・保育展開 

基礎学力の定着 

就学準備 
 



あだちはじめてえほん事業 【新規】８，２２６千円 （Ｐ３３） 

 健診時に良質な絵本と読み語りを提供することで、親子がふれあうことの大切さと絵本

を読む楽しさを伝え、読書習慣の定着を図るとともに、将来的な社会性や学力の向上につ

なげていきます。 

■３～４か月児健診時の絵本の配布・読み語りの実演（３，９１０千円） 

  ３～４か月児健診を受診する親子を対象に、絵本の読み語りを通して親子の絆を深め

る手助けをするとともに、乳幼児期より親子での読書習慣の定着を図ります。あわせて、

ご家庭で読み語りを行うときに活用できるおすすめの絵本を一冊プレゼントします。 

■１歳６か月児健診の健診案内に絵本引換券封入（４，３１６千円） 

  １歳６か月児健診の通知に、ご家庭で読み語りを行うときにおすすめの絵本の引換券

を同封し、区内図書館や子育てサロンで絵本を一冊、引換えにお渡しします。 

■効果検証 

  ３～４か月児健診、１歳６か月児健診、３歳、就学前にアンケートを実施し、読み語

りの重要性の認識や読書習慣の定着などに貢献しているかの検証を進めます。 

【問合せ先】地域のちから推進部 中央図書館長 飯塚 諭 電話（５８１３）３７５０ 

 

 
 
学力向上講師制度の再構築  【新規・拡充】  

４９１，７５９千円（Ｐ３４） 

子どもたちの未来に大きな力を与え、自らの人生を自ら切り拓くための財産となる基礎

学力のさらなる定着を目指して、これまで一定の成果を上げている「副担任講師制度」に

よる人的支援を、児童・生徒一人ひとりのために、より具体的な課題解決に特化して活用

できるように再構築し、将来の貧困の連鎖を断ち切る支援をします。 
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学びを支援 

 



 

■そだち指導員 【拡充】２４７，９５０千円 

［対  象］全小学校６９校 

［内  容］そだち指導員（非常勤職員）の配置 

［拡充内容］モデル校（７校）への配置から全小学校６９校を対象に配置 

［事業概要］国語・算数の授業において、つまずきや定着度に不十分さが見られる児童に

対し、別教室等において、個別学習指導を行い、つまずきの早期解消を図り

ます。 

■教科指導専門員 【拡充】１９３，７４８千円 

［対  象］小学校（全科）・中学校（国語・数学・英語） 

［内  容］教科指導専門員（非常勤職員）による教員への指導・助言 

［拡充内容］中学校の専門員を１５名から３０名に拡充。新たに小学校にも巡回（２０名） 

［事業概要］教科指導に優れた専門員が各学校を巡回し、教員の授業内容の改善・充実へ

の指導・助言を行います。 

■生活指導員 【新規】５０，０６１千円 

［対  象］全中学校３７校 

［内  容］生活指導員（非常勤職員）の配置 

［事業概要］学校生活の中で、生活面から生徒を支援し、学校での適切な学習環境の維持

と向上を図ります。 

【問合せ先】教育次長 学力定着推進担当課長 浅見 信昭  電話（３８８０）６６４９ 
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放課後の居場所を支援  【新規】１８，１００千円 （Ｐ５２） 

 中学生を対象に家庭に代わる学習場所を提供することで、子どもたちの学習習慣と意欲を

醸成し、高校進学につなげます。また、居場所の提供により、大人や子どもたちとの交流を

通じて、子どもの生活を安定させ、自尊感情、自己肯定感を持てるよう支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

■事業の対象者 

原則、以下の状況にある中学生が対象 

 

 

 

■事業概要 

 

 

 

 

 

【問合せ先】福祉部 生活困窮者支援担当課長 高橋 秀幸 電話（３８８０）６２１９ 
 

 

学べる場 
「わかる」楽しさを発見 

学ぶ意欲・生活を支援 

居場所を兼ねた学習支援を開始します 

学べる場 

成長できる場 仲間ができる場 
共に学び、共に過ごし 
「支え合う」を共有 

長所を伸ばし弱点を克服 

「わかる」楽しさを発見 

・家庭における学習環境が不足し、学習習慣が身についていない者 

・長時間の学習が苦手な者 

・学習をはじめ生活習慣を身につける必要がある者 

・何らかの事情により常時放課後・夜間を子どもだけで過ごす状況にある者 

対象：中学生 

・学習支援はボランティアによりマンツーマン 

・２７年度は１個所からスタート（設置場所は教育委員会と連携し定めます。） 

・定員は５０～６０名程度 

・状況に応じて学習支援を必要とする家庭への訪問を実施 

※簡単な食事（おやつ程度も含む）の提供も検討 

居場所を兼ねた学習支援を開始します 
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スクールソーシャルワーカーの配置  【新規】 

１４，６５２千円 （Ｐ４１） 

児童・生徒の抱える困難な課題に対応する社会福祉等の専門的知識と技術を持つスクー

ルソーシャルワーカー（ＳＳＷ）を３名配置し、複雑化する家庭環境などにより十分に学

習できない子どもたちに対する支援を強化します。 

［対  象］モデル地区を重点に小・中学校 

［内  容］スクールソーシャルワーカー（非常勤職員）の配置 

［事業概要］小・中学校を拠点に関係機関とネットワークを構築しながら、家庭や地域な

ど児童・生徒を取り巻く環境に働きかけ、子どもを取り巻く困難な課題に対

応していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ＳＳＷは学校からの依頼を受けて、学校と関係機関のネットワークを構築する

ことにより、当該家庭に必要な支援を行うことで課題解決をはかる。また、「個

票」等の情報から、必要と判断される場合はＳＳＷから学校に働きかける。 

 
・モデル地区には２名のＳＳＷを配置。それ以外の学校については１名を派遣する。 

困難ケースに専門家のサポート 
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【問合せ先】子ども家庭部 こども支援センターげんき所長 西野 知之 

電話（３８５２）２８６１ 

 
 
 
 
 
 

児童・生徒 保護者 

働きかけ 

居場所 
・ﾁｬﾚﾝｼﾞ学級 

・ＮＰＯ  

・新設  

②訪問・助言・支援  ④情報提供・ネットワークへの参加 

・福祉事務所 

・保健総合センター 

・警察 

・医療機関  

・ハローワーク 

・地域の方々 等 

⑤学校復帰への支援 ※訪問による実態把握 

⑤ＳＳＷによる関
係機関へのつなぎ ⑥支援の提供 

・福祉施策の利用 

・就労支援 

・医療機関へのリファー等 ⑥「居場所」の利用 

・学習支援 

・食事の提供等 

＜ＳＳＷによる支援のながれ＞ 

学校 ＳＳＷ 関係機関 

① 支援申請  ③協力依頼 

困窮からの脱出 

個別ケース会議の開催 

・支援方針の決定 

・機関の役割分担の確認 等 
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発達障がい青年期・成人期支援  【新規】１６８千円（Ｐ２１） 

青年期・成人期の発達障がい者支援の一環として、区内の大学へ通学中の発達障がいの

方、または対人関係やコミュニケーション、学習等に関して困難を抱えている方に対し、

グループワーク等を通じて学校生活を送りやすくするための支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ひとり親家庭高等職業訓練促進給付金の支給期間を延長【拡充】 

４０，６０２千円 （Ｐ２１） 

ひとり親家庭のお父さん又はお母さんが、国家資格取得のために２年以上専門学校等で修

業する際に、生活を支援するための費用として高等職業訓練促進給付金を支給しています。 

これまで支給期間は２年を上限としていましたが、看護師など３年以上の修業を必要と

する資格があることから、区の独自負担により上限を４年まで拡充し、ひとり親家庭の親

のさらなる負担軽減を図っていきます。 

【対 象】20歳未満の子どもを扶養しているひとり親家庭のお父さんまたはお母さん

【支 給 額】非課税世帯 月額１００，０００円 

課税世帯  月額 ７０，５００円 

【支給期間】最大４年 

 

 

就労支援 

学
生
か
ら
の
困
り
ご
と
・
悩
み 

【問合せ先】福祉部 障がい福祉センター所長 五十嵐 隆 電話０３（５６８１）０１３１ 

学 

生 

相 

談 

室 

【生活リズムの管理】 

・趣味等にのめりこみ

昼夜逆転等 

【対人関係】 

・友人への話しかけ方

が分からない 

・その場の雰囲気が読

み取れない等 

 

相 談 

大学への支援 

心理士・職員の派遣 

ノウハウの提示等 

障がい受容も含め発達障がいを理解

することで、就職活動に活かす等学校

生活を豊かにしていく 

発達障がいの方 

対人関係や学習等で

困りごとのある方等 

グループワーク 

・類似の課題をもつメンバーがＧＷを通し

て自分・他者・社会を知る。 

・在学中、卒業後に出会う課題を考える 

・身に着けるべきスキルの習得 

足 立 区 

大学の取り組み例 

社会生活に必要な知識とスキルを習得 
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26年度まで   27年度以降 

 

 

 

  

 

【対象資格】看護師・准看護師・保育士・保健師・助産師・理容師・美容師・理学療法士・ 

作業療法士・介護福祉士等 

※今後は、区独自に栄養士や税理士などの国家資格にも対象を拡大していく

予定です。 
 

【問合せ先】福祉部親子支援課長 初鹿野 学    電話０３（３８８０）５９３２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支給期間 ２年 ２年延長 

４年間あんしん！

国より3/4補助あり 区独自負担 
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４ 子どもの貧困対策キックオフ 

 

 

子どもの貧困対策法（子どもの貧困対策の推進に関する法律）の施行を受け、足立

区では貧困の連鎖を断ち切るため、本格的な検討に入っています。区は平成２７年度

を「子どもの貧困対策元年」と位置づけ、そのスタートとして区民や関係機関、職員

が子どもの貧困に関する認識を深めるためのシンポジウムを開催します。 

 

■開催日時 

平成２７年２月２日（月曜日） 午後２時～午後４時３０分 

（午後１時３０分開場 ※午後１時１５分から受付開始）  

 

■開催場所 

天空劇場（東京芸術センター21階） 足立区千住1-4-1 

 

■出演者 

   

 

 

 

 

 

     

 

■その他 

対象：区民の方 定員：５０人 費用：無料 

※当日は、区職員及び関係機関の方も参加します。 
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シンポジウム「子どもの貧困にどう向き合うか」 

【問合せ先】福祉部 生活困窮者支援担当課長 高橋 秀幸 電話（３８８０）６２１９ 
 

加藤 弘樹氏 

 

内閣府政策統括官（共生社会政策担当） 

付参事官（子どもの貧困対策担当） 

足立区長                    近藤 やよい 

ＮＰＯ法人キッズドア理事長           渡辺 由美子氏 

放送大学副学長                宮本 みち子氏 放送大学副学長 

子どもの貧困対策大綱の策定に関わる事前検討会座長 



長い日照時間を生かした太陽光発電な

ど、再生可能エネルギーに力を入れてい

る。また、森林資源を活用した施設づく

りに力を入れている。 

長野県北部に位置し、自然豊かな志賀高

原がユネスコエコパークに指定されてい

る。再生可能エネルギーとして温泉熱の活

用を進めている。 

新潟県魚沼市 

栃木県鹿沼市 

長野県山ノ内町 

～エコで連携 まちとまち～ 

環境でつながる自治体連携プロジェクト 
 

自治体連携環境事業         ５，３０５千円 （Ｐ５９） 

 大都市では難しい地球環境保全に貢献する活動を各地の自治体と連携して進めるととも

に、連携自治体の活性化にもつながる取組みを目指します。 

■森林の保全や整備を支援します 

 区の環境イベント「地球環境フェア」の開催に加え、

清掃車約 120台の走行に伴い排出されるＣＯ２740ｔ（想

定）を、森林整備を支援するカーボン・オフセット（※）

によりゼロにします。 

また、植林活動や間伐材の有効活用を進めていきます。 

※カーボン・オフセット…自らの活動により排出してしまうＣＯ２を他の削減や 

吸収活動で埋め合わせること。 

 

■体験や学習で環境への意識を高めていきます 

 農業体験や自然と調和した田舎暮らし体験などを通じて、里山や森林に対する理解を深

めるとともに、生物多様性や自然環境保全の大切さを学びます。 

■『友好自治体への環境ツアー』を実施します 【新規】 

友好自治体（新潟県魚沼市、長野県山ノ内町、栃木県鹿沼市）と連携して、観光だけ

でなく、各地域の環境資源を活用した環境ツアーを実施し、様々な体験や学習を通じて

環境意識の向上や地球環境の保全を図るとともに、友好自治体の地域活性化とより一層

の交流促進につなげます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問合せ先】環境部 環境政策課長 伊藤 良久  電話（３８８０）５９３５   

米どころ、酒どころとして豊かな農村文

化を守っている。尾瀬国立公園の新潟県側か

らの玄関口。雪を活用した低温倉庫で米や野

菜を保存している。 

里山・ 
農業体験 

環境学習 

環境 
保全活動 

自然体験 
昭和57年10月提携 

昭和57年10月提携 

平成4年11月提携 
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下り急行線高架橋完成 
竹ノ塚駅付近鉄道高架化 

 

鉄道立体化の促進事業     ４，１０１，１００千円 （Ｐ６２） 

都内初の区施行 による連続立体交差事業である東武伊勢崎線竹ノ塚駅付近の鉄

道高架化工事を推進します。本事業により交通の安全性、利便性を向上させ、駅東西の一

体的なまちづくりを推進します。平成２７年度は、仮設地下通路設置工事を進めるととも

に、下り急行線高架橋（全７７基）が完成する予定です。また、区画街路第１４号線の用

地の早期取得を目指します。 
 
 

【鉄道関連事業】 
３，５２０，０００千円 
・下り急行線高架橋工事 

・仮設地下通路設置工事 など 

【まちづくり関連事業】 
３１，１００千円 
・地区計画の作成委託 など 

【用地購入・補償】 
５５０，０００千円 
・区画街路第１４号線 

（竹ノ塚駅西口周辺） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問合せ先】鉄道高架化に関すること 

鉄道立体推進室 鉄道立体化担当課長 会田 康之 

電話（３８８０）５４８４ 

まちづくりに関すること 

鉄道立体推進室 竹の塚整備推進課長 高橋  茂 

電話（３８８０）５２５０ 

平成２７年度主な事業内容 
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平成２７年度主な工事 現在の状況

下り急行線高架橋工事 

仮設地下通路設置工事 

東 西 

エミエルタワー前高架橋（竹ノ塚駅方面を望む） 

駅南側より橋上駅舎を望む 



赤：新設または移設構造物 黄：撤去前または移設前構造物 

高架橋工事 

１工区 ２工区 ３工区 ４工区 仮設地下通路設置工事 

高架橋工事 

高架橋工事 

高架橋工事 
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補
２
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１

尾竹橋通り
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公
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通
り
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平 成 ２ ７ 年 度 の 主 な 事 業 内 容 

下り急行線高架橋工事 

北千住 草加 

平 面 図 

１工区 ２工区 ３工区 ４工区 

仮設地下通路設置工事 

東 西 西 東 西 東 西 東 

各工区の施工断面図 

区画街路第１４号線用地取得 



明治時代の様子が描かれた絵はがき 

（郷土博物館所蔵） 

平成五色桜オーナー募集 最終年度 
みなさんとともに桜の名所をよみがえらせます 

 

荒川桜づつみ整備事業         ７１，４９０千円（Ｐ６８） 
 
明治期から大正時代に桜の名所であった荒川の

五色桜を復活させるため、平成２２年度から計画

的に整備を進めてきました。 

 

総事業費およそ 2億 7,800万円（うち国庫補助

6,600万円）をかけて、都市農業公園～西新井橋

付近の荒川河川敷左岸堤防に既存の２０５本を含

め計６６３本、総延長約４．４kmの桜並木が２７

年度末に完成します。 
 
最終年度にあたる２７年度は、西新井橋上流約

４８０ｍの区域に桜８０本を植栽します。 
      

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

       

 

 

 

 

 

【問合せ先】みどりと公園推進室 みどり推進課長 長島 章 電話（３８８０）５４２２

桜1本につき3万円の寄付を募ります 

苗木にはオーナー名やメッセージを入れた「桜のオーナー銘鈑」が取り付けられます 

 応募はひとり1本まで（既オーナーは応募できません）応募多数の場合は抽選 

募集はあだち広報及び区ホームページにてお知らせします  平成27年6月下旬予定 

26年度までのオーナー桜 378本 

27年度募集予定本数    80本 

 よみがえる桜の名所 
 

桜の苗木が 

大きく成長するまで 

およそ２０年 
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荒川 

H24年度施工 91本 

既設 118本 

H25年度施工 95本 

H22年度施工 178本 

H23年度施工 14本 

既設 14本 

H27年度整備区域 
80本 

都市農業公園 

既設 73本 

日
暮
里
・舎
人
ラ
イ
ナ
ー 

荒川桜づつみ 

総延長４．４km 

 

年度 21以前※ 22 23 24 25 26 27 計

植栽本数 205 178 14 91 95 0 80 663

※都市農業公園73本、堀之内１丁目地先118本、桜守14本
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区内の都立高校中途退学者数の推移
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２３区の都立高校中途退学者数（平成25年度）

Ｔ
区

毎年300人以上が
中途退学している。

中途退学者数は
23区の中で突出している。

03066134
ノート注釈
机上配付資料（当日追加）
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